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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光ディスクを回転駆動するスピンドルモータと、
　前記光ディスクの上側に配置され、前記光ディスクの外周に当接しつつ前記スピンドル
モータからの駆動力を受けて当該光ディスクとともに回転駆動する当接部材と、
　前記光ディスクの下側に配され、少なくとも光ピックアップが載置される基台であって
、前記当接部材が前記光ディスクに当接する光ディスク装着時には前記当接部材に近づく
方向に上昇し、前記当接部材が前記光ディスクに当接しない光ディスク非装着時には前記
当接部材から離れる方向に下降する基台と、
　前記基台の昇降動作を、その方向を反転して、前記当接部材に伝達し前記当接部材を降
昇させる伝達機構と、
　を備え、
　前記伝達機構は、
　一端が基台に、他端が前記当接部材に、直接または間接的に接続されるとともに、位置
固定のリンク回転軸を中心に回転自在のリンク部材と、
　前記リンク部材の他端に連結され、当該他端の昇降に連動して昇降する昇降板と、
　一端が前記昇降板に支持され、他端が前記昇降板の昇降に連動して位置固定のレバー回
転軸を中心に回転自在に軸支されたレバー部材であって、前記当接部材を吊り下げ保持す
るホルダに係合されたレバー部材と、
　を備えることを特徴とする光ディスク装置。
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【請求項２】
　請求項１に記載の光ディスク装置であって、
　前記当接部材は、ターンテーブルまたはクランパであることを特徴とする光ディスク装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は光ディスク装置、特に光ディスクを回転自在に支持する構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、光ディスクの意図しない反りを物理的に矯正して、情報の記録再生品質の向
上を図る光ディスク装置の構成が提案されている。例えば、下記特許文献１には、ディス
クトレイにより光ピックアップの動作領域に搬送された光ディスクの上側にターンテーブ
ルを設け、上動するクランパにより当該光ディスクをターンテーブルの下面に圧着させる
構成が開示されている。このターンテーブルの下面には、光ディスクの外縁が当接する環
状突起が形成されており、この環状突起により光ディスクは断面形状傘状に矯正され、光
ディスクごとの反りのバラつきが低減される。
【０００３】
　また、下記特許文献２に開示されている光ディスク駆動装置には、ターンテーブル上に
載置されたディスクを押圧するクランパが設けられている。クランパは、光ディスクの内
縁近傍をターンテーブルとともに挟持する中央クランパと、光ディスクの外縁近傍に当接
する大クランパと、を備える。中央クランパには、強磁性体からなるターンテーブル先端
に対向する位置に、マグネットが設けられており、このマグネットの磁力により、光ディ
スクは、大クランパに圧着され、その反りが矯正される。
【０００４】
　ところで、特許文献１，２に記載の光ディスク装置において、光ディスクは、ディスク
トレイに載置されて、光ピックアップの動作領域に搬入または搬出される。この光ディス
クの搬送の際に、ディスクトレイと、特許文献１におけるターンテーブルや特許文献２に
おけるクランパなどと、が干渉する恐れがある。この干渉を防止するために、従来、ディ
スクトレイに形成される光ディスクを収容するための収容凹部の深さを小さくし、ディス
クトレイ全体の厚みを低減していた。この場合、ディスクトレイとターンテーブル等との
干渉は防止される一方で、光ディスクを収容する凹部が浅くなることで光ディスクの保持
性能が低下するという問題があった。なお、光ディスク装置の中には、光ディスクをディ
スクトレイに載置することなく、光ピックアップの動作領域に搬入出する、いわゆるスロ
ットイン機構を備えたものもある。このスロットイン機構を特許文献１，２に適用した場
合には、ディスクトレイが存在しないため、上記したようなディスクトレイとクランパ等
との干渉や、光ディスクの保持性能低下などの問題は解消される。しかし、特許文献１，
２にスロットイン機構を適用した場合には、当該スロットイン機構により搬送された光デ
ィスクとクランパ等が干渉する場合があるという問題があった。
【０００５】
　そこで、既述の特許文献２では、ターンテーブルとクランパとで光ディスクを挟持する
とき以外には、ターンテーブル上面に対して相対向する方向にクランパを移送させるよう
にしている。具体的には、クランパをバネ部材で上方向に付勢、あるいは、クランパの上
側に第二のマグネットを設置している。前者の場合、光ディスクの挟持が終了し、ターン
テーブルが下降すると、ターンテーブルおよびクランパ間での磁気吸引力より、バネ部材
による付勢力のほうが大きくなる。その結果、クランパは、ターンテーブルから離れる方
向に移動することになる。また、クランパの上側に第二のマグネットを設置している場合
でも、ターンテーブルの下降に伴い当該ターンテーブルおよびクランパ間での磁気吸引力
より、クランパに内蔵されたマグネットおよび当該クランパの上側に固定配置された第二
マグネット間での磁気吸引力のほうが上回る。そして、この第二マグネットとの磁気吸引
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力により、ターンテーブルから離れる方向に移動する。このように、光ディスクを挟持す
るとき以外には、クランパを退避させることにより、クランパとディスクトレイとの干渉
を防止できる。
【０００６】
【特許文献１】特開２００５－１１６１０８号公報
【特許文献２】特開２００１－３１２８４９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、特許文献２では、クランパを退避させるための駆動源として専用部材、
例えば、バネ部材や、第二マグネットなどを用いている。かかる専用部材を設けた場合、
機械構成の複雑化や、コストアップといった問題がある。また、特許文献２では、弾性力
または磁力によりクランパを退避させているが、この退避に用いる弾性力または磁力は、
いずれも、ターンテーブルを上動させた際に当該ターンテーブルおよびクランパ間での磁
気吸引力より小さく、かつ、ターンテーブルが下降した際に当該ターンテーブルおよびク
ランパ間での磁気吸引力より大きくする必要があり、その調整が困難であった。
【０００８】
　そこで、本発明では、光ディスクに当接する当接部材を備える場合に、各部材間の干渉
を防止しつつ、全体の駆動をより簡易化でき得る光ディスク装置を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の光ディスク装置は、光ディスクを回転駆動するスピンドルモータと、前記光デ
ィスクの上側に配置され、前記光ディスクの外周に当接しつつ前記スピンドルモータから
の駆動力を受けて当該光ディスクとともに回転駆動する当接部材と、前記光ディスクの下
側に配され、少なくとも光ピックアップが載置される基台であって、前記当接部材が前記
光ディスクに当接する光ディスク装着時には前記当接部材に近づく方向に上昇し、前記当
接部材が前記光ディスクに当接しない光ディスク非装着時には前記当接部材から離れる方
向に下降する基台と、前記基台の昇降動作を、その方向を反転して、前記当接部材に伝達
し前記当接部材を降昇させる伝達機構と、を備え、前記伝達機構は、一端が基台に、他端
が前記当接部材に、直接または間接的に接続されるとともに、位置固定のリンク回転軸を
中心に回転自在のリンク部材と、前記リンク部材の他端に連結され、当該他端の昇降に連
動して昇降する昇降板と、一端が前記昇降板に支持され、他端が前記昇降板の昇降に連動
して位置固定のレバー回転軸を中心に回転自在に軸支されたレバー部材であって、前記当
接部材を吊り下げ保持するホルダに係合されたレバー部材と、を備えることを特徴とする
。
【００１１】
　他の好適な態様では、前記当接部材は、ターンテーブルまたはクランパである。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、基台の昇降に連動して、当接部材が自動的に降昇（基台と反対方向に
移動）する。そのため、簡易な構成で、ディスクトレイや光ディスクと当接部材との干渉
を防止できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、図面に基づき本発明の実施形態について説明する。はじめに、本発明の実施形態
である光ディスク装置１０によるディスク保持の構成について図１～４を用いて説明する
。
【００１４】
　図１は、光ディスク装着時の光ディスク装置の構成図である。情報記録媒体である光デ
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ィスク１４は、例えば、情報の記録あるいは再生が可能なＣＤやＤＶＤ等であり、光ディ
スク装置１０のハウジング（不図示）の内外を出入りするディスクトレイ１６の収容凹部
１６ａに載置された状態で、光ピックアップ１２の動作領域に搬送される。光ピックアッ
プ１２は、昇降可能に構成された基台１８上により支持され、動作領域に搬送されてきた
光ディスク１４の半径方向に移動しながら、情報の記録または再生を行う。情報の再生は
、光ピックアップ１２内のレーザダイオード（ＬＤ）を駆動して再生パワーのレーザ光を
光ディスク１４に向けて照射し、その反射光を光ピックアップ１２内のフォトディテクタ
で受光し、電気信号に変換して行われる。情報の記録は、記録すべきデータで変調した記
録パワーのレーザ光を光ディスク１４に照射し、光ディスク１４の記録膜にピットを形成
し、あるいは結晶状態を変化させて行われる。
【００１５】
　本実施形態においては、ターンテーブル２４が２分割されて光ディスク１４の一方の面
側と他方の面側に配置されている。すなわち、ターンテーブル２４は外周側ターンテーブ
ル２４ｐと内周側ターンテーブル２４ｑとに２分割され、外周側ターンテーブル２４ｐは
光ディスク１４の上側（レーベル面側）に配置され、内周側ターンテーブルは光ディスク
１４の下側（データ読み取り面側）に配置される。
【００１６】
　外周側ターンテーブル２４ｐはターンテーブル補助部材２３に連結され、光ディスク１
４のレーベル面の外周側に当接して光ディスク１４を保持する。つまり、この外周側ター
ンテーブル２４ｐは、光ディスク１４の外周に当接する当接部材として機能する。外周側
ターンテーブル２４ｐの中心には開口が形成され、この開口径は光ディスク１４の内径に
略等しい。
【００１７】
　外周側ターンテーブル２４ｐおよびターンテーブル補助部材２３は、略円筒形の可動ホ
ルダ６２により回転自在に下向きに支持されている。可動ホルダ６２の底面には、ターン
テーブル補助部材２３の外径より大径の貫通孔が形成されており、この貫通孔にターンテ
ーブル補助部材２３は挿通されている。そして、ターンテーブル補助部材２３の上面に接
続された大径の係止板６０が貫通孔の周縁に係止することにより、ターンテーブル補助部
材２３および外周側ターンテーブル２４ｐの脱落が防止されている。なお、可動ホルダ６
２は、昇降可能に構成された可動レバー６４に係合され、当該可動レバー６４とともに昇
降するようになっているが、これについては、後に詳説する。
【００１８】
　内周側ターンテーブル２４ｑは中心部にスピンドルモータ５０が連結されてスピンドル
モータ５０により回転駆動される。内周側ターンテーブル２４ｑの外径は光ディスク１４
の略内径に等しく、外周側ターンテーブル２４ｐの開口径に略等しい。内周側ターンテー
ブル２４ｑの周囲にはクランパ５４が配置され、クランパ５４は内周側ターンテーブル２
４ｑに巻回されたバネ５６で光ディスク１４方向に付勢支持される。すなわち、クランパ
５４は上下方向、すなわち矢印１００方向に移動自在に内周側ターンテーブル２４ｑに設
けられる。クランパ５４の上端部にフランジが形成され、光ディスク１４のデータ読み取
り面側の内周部に当接して光ディスク１４を押圧する。クランパ５４を付勢するバネ５６
はコイルバネでもよく板バネでもよい。いずれにせよ、光ディスク１４はデータ読み取り
面側のクランパ５４とレーベル面側の外周側ターンテーブル２４ｐとにより確実にホール
ドされる。内周側ターンテーブル２４ｑの一部（先端部あるいは突出部）は光ディスク１
４の内径に挿入され、さらに外周側ターンテーブル２４ｐの中心開口に嵌合する。内周側
ターンテーブル２４ｑの上端部にはマグネット５８が設けられ、ターンテーブル補助部材
２３に形成されたヨーク２５によりマグネット５８からの磁力線を外周側ターンテーブル
２４ｐに導き外周側ターンテーブル２４ｐと内周側ターンテーブル２４ｑとを磁力により
連結する。したがって、スピンドルモータ５０により内周側ターンテーブル２４ｑを回転
駆動すると、外周側ターンテーブル２４ｐも内周側ターンテーブル２４ｑと一体的に回転
する。なお、外周側ターンテーブル２４ｐはターンテーブル補助部材２３にビス止めによ
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り連結しており、マグネット５８とターンテーブル補助部材２３が吸着することにより下
側の内周側ターンテーブル２４ｑと上側の外周側ターンテーブル２４ｐが固定一体化する
。
【００１９】
　光ディスク１４の下側には既述したように、光ピックアップ１２が搭載された基台１８
が配置されている。この基台１８には、さらに、ターンテーブル２４および光ディスク１
４を回転駆動するスピンドルモータ５０が設けられる。また、光ピックアップ１２を光デ
ィスク１４の半径方向に移動させるスレッドモータ５２も基台１８上に設けられる。つま
り、本実施形態では、スピンドルモータ５０、スレッドモータ５２及び光ピックアップ１
２が全て、共通のベースである基台１８に設けられているといえる。そのため、これら部
材の間の位置合わせを容易に行うことができる。すなわち、スピンドルモータ５０の回転
中心は、光ピックアップ１２の移動線上（シーク方向上）に位置することが要求されるが
、同一の基台１８上にスピンドルモータ５０、スレッドモータ５２及び光ピックアップ１
２を搭載することで、互いの位置決めが容易化される。
【００２０】
　ここで、この基台１８は、ディスクトレイ１６の進退を容易にするために、当該ディス
クトレイ１６の進退に連動して昇降するようになっている。具体的には、基台１８は、そ
の端部に設けられた回転軸（図１では図示せず）を中心として回動自在となっている。そ
して、ディスクトレイ１６が退出する際には、基台１８は、下降する方向に回動し、ディ
スクトレイ１６上に光ディスク１４を載置する。また、ディスクトレイ１６および光ディ
スク１４が光ピックアップ１２の動作領域に達すれば、基台１８は、上昇する方向に回動
し、スピンドルモータ５０により光ディスク１４を回転可能な高さまで上昇する。なお、
この基台１８の昇降動作は、ディスクトレイ１６の進退動作を機械的な伝達機構、例えば
、ラックやピニオン、カム等から構成される伝達機構で伝達することにより実現されてい
る。かかる構成とすることにより、ディスクトレイ１６の進退動作のみを駆動制御すれば
、自動的に基台１８の昇降動作の駆動制御もできることになり、各動作ごとに駆動源を設
ける場合に比べて、装置全体の構成を簡易化でき、また、その制御を容易にすることがで
きる。なお、ディスクトレイ１６から基台１８への伝達機構の具体的構成は、周知の公知
技術を利用することができるため、ここでの詳説は省略する。また、本実施形態では、回
動により基台１８、ひいては、光ピックアップ１２等を昇降させているが、当然ながら、
基台１８を垂直移動させることにより昇降させてもよい。さらに、光ディスク１４の装着
時には当接部材（外周側ターンテーブル２４ｐ）に近づく方向に上昇し、光ディスク１４
の装着を解除する、すなわち、光ディスクを搬出する際には当接部材（外周側ターンテー
ブル２４ｐ）から離れる方向に下降するのであれば、基台１８をディスクトレイ１６とは
別の駆動源によって昇降させてもよい。
【００２１】
　図２に、図１における外周側ターンテーブル２４ｐ、内周側ターンテーブル２４ｑ及び
光ディスク１４を抜き出して示す。外周側ターンテーブル２４ｐは中心部に開口を有し、
この開口に相当する位置に内周側ターンテーブル２４ｑが位置する。光ディスク１４の装
着時に内周側ターンテーブル２４ｑの突出部が光ディスク１４の内径に挿入され、さらに
外周側ターンテーブル２４ｐの中心開口にも挿入される。内周側ターンテーブル２４ｑの
マグネット５８及びターンテーブル補助部材２３のヨーク２５により外周側ターンテーブ
ル２４ｐと内周側ターンテーブル２４ｑは磁力で連結される。内周側ターンテーブル２４
ｑにはスピンドルモータ５０のスピンドルが連結され、回転駆動される。外周側ターンテ
ーブル２４ｐと内周側ターンテーブル２４ｑとは磁力で連結されているから、上記のとお
り外周側ターンテーブル２４ｐも内周側ターンテーブル２４ｑとともに回転駆動される。
単に光ディスク１４の上側（レーベル面側）にクランパを配置し、クランパを光ディスク
１４の外周部まで延在させる構成では、光ディスク１４の回転駆動時に光ディスク１４の
厚さムラやクランパとターンテーブルに挟持された時の光ディスク１４の傾きの影響を受
けて変動することになるが、本実施形態では外周側ターンテーブル２４ｐは内周側ターン
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テーブル２４ｑと一体となってスピンドルモータ５０により回転駆動されるので、光ディ
スク１４の厚さムラや光ディスク１４がクランパに挟持された時の傾きの影響を受けず光
ディスク１４を安定して強固に保持することができる。
【００２２】
　ここで、外周側ターンテーブル２４ｐの下面、すなわち光ディスク１４のレーベル面を
支持する面の所定位置には環状の突起２４ａ，２４ｂが形成される。この環状突起２４ａ
、２４ｂは、光ディスク１４が上動する内周側ターンテーブル２４ｑにより外周側ターン
テーブル２４ｐの下面に押圧されたときにその外縁部が当接する位置に形成される。光デ
ィスク１４には、大きさの異なる複数種類の光ディスク１４（例えば１２ｃｍ光ディスク
と８ｃｍ光ディスク）が存在するため、環状突起も光ディスク１４の種類毎に形成される
。すなわち、１２ｃｍ光ディスクの外縁が当接する位置、及び８ｃｍ光ディスクの外縁が
当接する位置にそれぞれ形成される。
【００２３】
　１２ｃｍ光ディスクを例にとると、光ディスク１４は上動する内周側ターンテーブル２
４ｑおよびクランパ５４により外周側ターンテーブル２４ｐの下面に押圧される。光ディ
スク１４の中央部及び内周部は外周側ターンテーブル２４ｐの下面に当接し、光ディスク
１４の外縁部は環状突起２４ａに当接する。したがって、光ディスク１４は、断面形状が
傘状の凹面形状となって外周側ターンテーブル２４ｐに押圧され、ターンテーブル２４ｐ
，２４ｑの回転によりこの形状を維持したまま回転する。
【００２４】
　図３に、１２ｃｍ光ディスク１４を外周側ターンテーブル２４ｐの下面に押圧したとき
の状態を示す。１２ｃｍ光ディスク１４のレーベル面の外縁は２つの環状突起２４ａ、２
４ｂのうちの第１の環状突起２４ａに当接し、光ディスク１４の中央部は内周側ターンテ
ーブル２４ｑおよびクランパ５４により上側に押圧される。この結果、光ディスク１４は
断面形状が傘状に矯正され、個々の光ディスク１４で異なる反りが矯正される。なお、図
では光ディスク１４の断面形状は傘状となっているが、第１の環状突起２４ａの高さはわ
ずか（０．３ｍｍ）であり、説明の都合上、強調して図示されている。
【００２５】
　なお、本実施形態では、光ディスク１４の外周側は外周側ターンテーブル２４ｐで保持
され、内周側は外周側ターンテーブル２４ｐ及びクランパ５４で保持されるが、クランパ
５４は矢印１００方向に移動自在のバネ５６により付勢されている。そのため、光ディス
ク１４の厚さ変動はクランパ５４の上下動により吸収される。すなわち、クランパ５４は
光ディスク１４をデータ読み取り面側から押圧して保持する機能と、光ディスク１４の厚
さ変動を吸収する機能を併せ持つ。
【００２６】
　図４は、光ディスク１４搬出時、すなわち、外周側ターンテーブル２４ｐが光ディスク
に当接しないとき（光ディスク非装着時）の光ディスク装置の構成を示す図である。光デ
ィスク１４の搬出時には、外周側ターンテーブル２４ｐと内周側ターンテーブル２４ｑと
の磁力結合が開放され、両者は２つに分割される。基台１８は回動機構により下降する方
向に回動し、当該基台１８に搭載されたスピンドルモータ５０、スレッドモータ５２、及
び光ピックアップ１２が下方に移動する。内周側ターンテーブル２４ｑはスピンドルモー
タ５０に連結されているから、スピンドルモータ５０とともに下方に移動し、光ディスク
１４から離脱して光ディスク１４を開放する。光ディスク１４は自重により外周側ターン
テーブル２４ｐから非当接状態となり、ディスクトレイ１６に落下し、その後、図４にお
ける矢印Ｃ方向に搬送される。
【００２７】
　ところで、光ディスク１４を搬入・搬出するディスクトレイ１６には、載置された光デ
ィスク１４の脱落等を防止するために、光ディスク１４の外径に対応した円形凹部である
収容凹部１６ａが形成されている。光ディスク１４の脱落をより確実に防止するためには
、この収容凹部１６ａを深くし、ディスクトレイ上面との段差を大きくすることが望まし
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い。しかし、収容凹部１６ａを深くするためにディスクトレイ１６全体の厚みを大きくし
た場合、ディスクトレイ１６の上面と外周側ターンテーブル２４ｐとの干渉を招く恐れが
あった。特に、本実施形態のように、外周側ターンテーブル２４ｐを可動ホルダ６２によ
り吊り下げ保持している構成の場合、内周側ターンテーブル２４ｑによる押し上げが解除
されると、外周側ターンテーブル２４ｐが自重により落下することになる。図１の図示例
では、押し上げが解除されると、外周側ターンテーブル２４ｐが可動ホルダ６２から持ち
上がっていた距離分だけ、ディスクトレイ１６に近づくことになる。そして、その結果、
ディスクトレイ１６の進退の際などに、ディスクトレイ１６と外周側ターンテーブル２４
ｐとの干渉が、より生じ易い状況となる。そのため、従来では、外周側ターンテーブル２
４ｐとディスクトレイ１６との干渉を防止するために、ディスクトレイ１６の厚みをより
小さく、ひいては、収容凹部１６ａをより浅くせざるを得なかった。この場合、光ディス
ク１４の保持性の低下や、ディスクトレイ１６の見栄えの低下などの問題を招いていた。
【００２８】
　そこで、本実施形態では、外周側ターンテーブル２４ｐの押し上げが解除されれば、当
該外周側ターンテーブル２４ｐを吊り下げ保持する可動ホルダ６２を上側に移動させ、デ
ィスクトレイ１６との干渉を防止している。以下、この可動ホルダ６２の昇降機構につい
て詳説する。
【００２９】
　図５は、可動ホルダ６２の昇降に特に関連する部材のみを抜き出した概略斜視図である
。これらの部材のうち、光ピックアップ１２等が載置される基台１８は、既述したとおり
、ディスクトレイ１６の進退に応じて、基台回転軸１８ａを中心として回動する。本実施
形態では、この基台１８の昇降動作を、その動作方向を反転して可動ホルダ６２、ひいて
は、外周側ターンテーブル２４ｐに伝達する伝達機構を設けている。伝達機構は、可動ホ
ルダ６２を保持する可動レバー６４や、可動レバー６４の一端を支持する昇降板７０、昇
降板７０と基台１８とを接続するリンク部材７２などから構成される。
【００３０】
　可動レバー６４は、可動ホルダ６２の上側に配され、基台回転軸１８ａの軸方向に長尺
な部材である。この可動レバー６４の略中央、両側には、可動ホルダ６２の外側面に形成
された係止軸６２ａを係止するための係止溝６４ａが形成されている。また、可動レバー
６４は、基台１８を横断可能な程度の長さを有しており、その一端はハウジングに形成さ
れたレバー回転軸（不図示）により回転自在に軸支されている。なお、可動レバー６４の
一端には、このレバー回転軸が挿通される軸孔６４ｂが形成されている。可動レバー６４
の他端は、昇降板７０により支持されており、当該昇降板７０の昇降に応じて、可動レバ
ー６４がレバー回転軸を中心として回動するようになっている。
【００３１】
　昇降板７０は、垂直方向に長尺な板材であり、その上端面は可動レバー６４の他端に当
接し、当該可動レバー６４を支持する。昇降板７０の下端近傍には、後述するリンク部材
７２の第一リンク軸７２ａが挿通される第一リンク孔７０ａが形成されている。この第一
リンク孔７０ａは、レバー回転軸方向に長尺な略矩形である。そして、この昇降板７０は
、ハウジング８０に形成された一対のガイド突起８２に沿って、基台１８の昇降に連動し
て垂直方向に昇降する。
【００３２】
　昇降板７０と可動レバー６４は、弾性体である圧縮コイルバネ７４により接続されてい
る。この圧縮コイルバネ７４の一端は可動レバー６４の端部に、他端は昇降板７０の上端
近傍にそれぞれ接続されており、可動レバー６４および昇降板７０の両者を互いに引き合
う方向に付勢する。そして、このコイルバネ７４による付勢力により、ガタつき等が防止
されつつ可動レバー６４および昇降板７０が連動して駆動することができる。
【００３３】
　昇降板７０および基台１８は、リンク部材７２により連結されている。リンク部材７２
は、ハウジングに固定形成された軸孔（図示せず）に挿通される中心軸７２ｃを中心に回
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動自在な部材である。このリンク部材７２の一端には第一リンク軸７２ａが、他端には第
二リンク軸７２ｂがそれぞれ形成されている。第一リンク軸７２ａは、既述したとおり、
昇降板７０に形成された第一リンク孔７０ａに挿通される。一方、第二リンク軸７２ｂは
、基台１８に形成された第二リンク孔１８ｂに挿通される。ここで、第二リンク孔１８ｂ
は、基台１８の基台回転軸１８ａとは反対側の端部近傍に形成された略矩形の孔である。
【００３４】
　このリンク部材７２を側面、すなわち、中心軸７２ｃ方向から見た場合、第一リンク軸
７２ａおよび第二リンク軸７２ｂは、中心軸７２ｃを挟んで直線上に並んでいる。したが
って、リンク部材７２が中心軸７２ｃを中心として回動して第一リンク軸７２ａが上昇す
れば第二リンク軸７２ｂは下降し、第一リンク軸７２ａが下降すれば第二リンク軸７２ｂ
は上昇するようになっている。換言すれば、第一リンク軸７２ａおよび第二リンク軸７２
ｂは、常に、逆の方向に昇降するようになっている。
【００３５】
　次に、基台１８の昇降に伴う可動ホルダ６２の降昇の様子を詳説する。図６は光ディス
ク装着時における概略側面図（図６（ａ））および概略正面図（図６（ｂ））である。ま
た、図７は、光ディスクの搬入・排出時、すなわち、光ディスク非装着時における概略側
面図（図７（ａ））および概略正面図（図７（ｂ））である。
【００３６】
　図６に図示するように、光ディスク装着時には、基台１８は、その上面が略水平となる
位置にある。また、このとき、外周側ターンテーブル２４ｐを保持する可動ホルダ６２の
底面は、所定高さＨにある。
【００３７】
　この状態から、光ディスク１４の搬出が開始されると、基台１８は、基台回転軸１８ａ
を中心として矢印Ａ１方向に回動し、図７に図示した状態に移行する。この基台１８の回
動により、当該基台１８の先端近傍に形成された第二リンク孔１８ｂおよび当該第二リン
ク孔１８ｂに挿通された第二リンク軸７２ｂが下降することになる。そして、リンク部材
７２の一端に形成された第二リンク軸７２ｂが下降すると、リンク部材７２は、中心軸７
２ｃを中心として矢印Ａ２方向に回動し、第一リンク軸７２ａは第二リンク軸７２ｂとは
逆に、上昇することになる。この第一リンク軸７２ａが上昇することにより、当該第一リ
ンク軸７２ａが挿通された昇降板７０も上昇する。この昇降板７０の上昇は、そのまま、
可動レバー６４の他端に伝達される。この場合、可動レバー６４は、レバー回転軸を中心
に上昇する方向（Ａ３方向）に回動する。そして、可動レバー６４の上昇に伴い、当該可
動レバー６４により保持されている可動ホルダ６２が上昇する。その結果、可動ホルダ６
２は、所定高さＨから距離ｄ分だけ上昇し、Ｈ＋ｄの高さに位置する。そして、この可動
ホルダ６２の上昇により、当該可動ホルダ６２に保持されている外周側ターンテーブル２
４ｐが上昇し、ディスクトレイ１６との干渉が防止される。
【００３８】
　一方、再度、光ディスク装着が開始されると、上記流れとは逆の流れで可動ホルダ６２
が下降する。すなわち、光ディスク装着が開始されると、基台１８は、基台回転軸１８ａ
を中心に矢印Ｂ１方向に回動する。そして、この回動に連動してリンク部材７２が矢印Ｂ
２方向に回動し、昇降板７０は下降する。昇降板７０の下降に伴い、可動レバー６４が矢
印Ｂ３方向に回動し、可動ホルダ６２が下降する。そして、可動ホルダ６２が所定高さＨ
に到達することにより、外周側ターンテーブル２４ｐは、内周側ターンテーブル２４ｑと
協働して、光ディスク１４を挟持可能な位置まで下降することができる。なお、光ディス
ク装着が完了してデータ記録再生を行う際には、図１に示すように、外周側ターンテーブ
ル２４ｐおよびターンテーブル補助部材２３は、可動ホルダ６２から内周側ターンテーブ
ル２４ｑにより押し上げられる。
【００３９】
　以上の説明から明らかなとおり、本実施形態によれば、リンク部材７２や昇降板７０、
可動レバー６４で構成される伝達機構を介して、基台１８の昇降動作をその方向を反転さ
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り、ディスクトレイ１６が進退する際には、外周側ターンテーブル２４ｐを上昇させ、光
ディスク装着時には外周側ターンテーブル２４ｐを下降させることができる。そして、こ
れにより、ディスクトレイ１６と外周側ターンテーブル２４ｐとの干渉を防止しつつ、好
適な光ディスク装着、ひいては、データ記録再生が可能となる。また、本実施形態では、
基台１８の昇降力を可動ホルダ６２の昇降に利用しており、可動ホルダ６２の昇降のため
の専用の駆動源を設けていない。そのため、簡易な構成で可動ホルダ６２の昇降を実現す
ることができる。
【００４０】
　なお、ここで説明した伝達機構の構成は一例であり、基台１８の昇降動作をその方向を
反転させて可動ホルダ６２に伝達できるのであれば、当然、他の構成であってもよい。例
えば、昇降板７０およびリンク部材７２に代えて、ラックやピニオンなどを用いるように
してもよい。また、途中でネジ巻き方向が反転するリードスクリューを用いて、基台１８
の昇降動作をその方向を反転して可動ホルダ６２に伝達するようにしてもよい。
【００４１】
　また、本実施形態は、光ディスクを挟んで光ピックアップの反対側に、光ディスクの外
周縁に当接するクランパを備えた光ディスク装置、例えば、特許文献２に記載の光ディス
ク装置などにも適用できる。すなわち、特許文献２に記載されている光ディスク装置でも
、光ディスクの上側に配されたクランパとディスクトレイとの干渉が生じる恐れがある。
そこで、特許文献２に記載の光ディスク装置にも、上述したような基台１８の昇降動作を
その方向を反転してクランパに伝達する伝達部材を設けるようにしてもよい。さらに、本
実施形態は、ディスクトレイを備えていないスロットイン機構の光ディスク装置に適用し
てもよい。すなわち、ディスクトレイを用いることなく、直接、光ディスクを搬送するス
ロットイン機構においても、外周側ターンテーブルや特許文献２におけるクランパのよう
に光ディスクの外周領域に当接する当接部材が、搬送される光ディスクに干渉する恐れが
ある。そこで、スロットイン機構の光ディスク装置においても、本実施形態のように、基
台の昇降動作を、その方向を反転して当接部材に伝達すれば、当該当接部材と光ディスク
との干渉を確実に防止できる。
【図面の簡単な説明】
【００４２】
【図１】実施形態の光ディスク装置の構成図（光ディスク装着時）である。
【図２】図１におけるターンテーブルの構成図である。
【図３】光ディスク装置の光ディスク圧着説明図である。
【図４】実施形態の光ディスク装置の構成図（光ディスク搬送時）である。
【図５】可動ホルダの昇降に関連する部材を抜き出した図である。
【図６】伝達機構の概略正面図および側面図（光ディスク装着時）である。
【図７】伝達機構の概略正面図および側面図（光ディスク搬送時）である。
【符号の説明】
【００４３】
　１０　光ディスク装置、１２　光ピックアップ、１４　光ディスク、１６　ディスクト
レイ、１８　基台、２３　ターンテーブル補助部材、２４ｐ　外周側ターンテーブル、２
４ｑ　内周側ターンテーブル、５８　マグネット、６２　可動ホルダ、６４　可動レバー
、７０　昇降板、７２　リンク部材、７４　コイルバネ。
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